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企業会計基準適用指針公開草案第２３号��

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針（案）」に対するコ メ ン ト��

平成 ｌ９年８月 ３ｌ日��

関西電力��

公開草案第２３号 「金融商品の時価等の開示に関する適用指針 （案）」に対 して 、 次の通��

りコ メン トする。��

１． 金利ス ワ ッ プの特例処理、 為替予約の振当処理に関 して��

金利ス ワ ップの特例処理、 為替予約の振当処理に関 しては、 適用指針３０項に記載され��

ているよ うに、 ヘ ッ ジ対象 と
一

体として 当該ヘ ッ ジ対象の時価 として注記するこ とができ��

るが 、 その際でも、 取引の期末時における契約額又は契約において定め られた元本相当額��

は他のデ リバテ ィ ブと同様に注記 しなければならない とされている。��

しか し、 投資者に有用な財務情報を提供する とい う観点か ら言えば、 ヘ ッ ジ対象の時価��

として注記がなされているな らば、 完全に リス クが相殺されてい る金利ス ワ ッ プや契約期��

間が短期である場合が多い為替予約の振当処理の契約額や元本相当のみを記載する意義は��

薄い と考えられる。��

また リス ク管理の観点からも同様に、　リス クの少ない上記デ リバテ ィ ブを開示する こ と��

によっ て 、 リス ク管理を
一

層徹底するイ ンセ ンテ ィ ブになるとは考えに くい。��

よっ てヘ ッ ジ対象の時価 として注記 されてい る場合については、 契約額等の記載を省略��

して問題ない と考える。��

２． 金利商品に係る定量的なリスク情報について��

リス ク評価方法は単―ではなく、
一

般的に用い られてい るＶＡＲやス トレス テス トな ど��

について も、 期間等諸元に よっ て大きく変動するこ ととなる。 また取 り扱っ ている金融商��

品の種類も多様であ り、 データ蓄積量について も企業間で大きく異なつ ている と想定され��

るため、 開示を義務付けた と して も、 算定方法に よ り評価が非常に困難であ り、 投資家に��

有益な情報を提供できる とまでは言えないのではないか。��

よっ て金融商品に係る リス ク量の定量化については、 任意事項 とする現行案が望ま しＶ��

と考える。��
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